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長崎県産業労働部試験研究機関受託研究規程 

 

（趣旨） 

第１条 この規程は、長崎県産業労働部試験研究機関（以下「試験研究機関」という。）

が、県以外の者から委託を受けて行う研究（以下「受託研究」という。）の取扱につい

て必要な事項を定めるものとする。 

 

（委託者の範囲） 

第２条 試験研究機関に研究を委託できる者は、次のとおりとする。 

（１） 国及び公共的団体 

（２） 長崎県内に事業所等を有する中小企業及び中小企業の団体等（以下「企業等」と

いう。） 

 ただし、長崎県内に事業所等を有しない企業であってもその研究を受託すること

が本県の技術振興に寄与すると認められるときはこの限りでない。 

 

（委託の基準） 

第３条 受託研究は、次の各号のいずれかに該当するものでなければならない。 

（１） 県が行う試験研究として関連して実施することが必要又は有益であると認められ

るもの 

（２） 県が行う試験研究に重要な資料を提供すると認められるもの 

（３） 県内の企業等の育成に有益と認められるもの 

（４） 前各号に掲げるもののほか、試験研究機関において実施することが特に必要又は

有益であると認められるもの 

 

（受託研究の申込） 

第４条 試験研究機関に研究を委託しようとする者（以下「委託者」という。）は、受託

研究申込書（様式１号）を試験研究機関の長に提出するものとする。 

２ 委託者は、自己又は自己の役員等が、暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等

に関する法律第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）又は暴力団員と社会

的に非難されるべき関係を有している者（以下「暴力団員等」という。）であってはなら

ない。 

３ 次条に規定する受託研究契約を締結後に委託者が、長崎県が行う各種契約等からの暴

力団等排除要綱（平成 22 年９月 13 日施行）別表１に掲げる措置要件のいずれかに該当

すると認められた場合、催告その他の手続を要することなく、当該契約を即時解除する

ことができる。また、当該契約を解除した場合には、長崎県はこれによる委託者の損害

を賠償する責を負わない。 

 

（受託研究契約の締結等） 

第５条 試験研究機関の長は、申込みのあった受託研究について、受託することが適当と

判断した場合は、受託研究契約書（様式２号）により委託者と契約（以下「受託研究契

約」という。）を締結するものとする。ただし、委託者の実情等に応じ、妥当と認めら

れる場合は、委託者の示す様式又は任意の様式によることができるものとする。 

 

（研究費の負担) 

第６条 試験研究機関が受託研究の実施のために必要な経費（以下「研究費」という。）は、
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委託者が負担する。ただし、委託者は、受託研究に必要な資材、消耗品等を現物貸与し、

又は現物納入することができる。 

２ 前項の研究費の積算は、旅費、消耗品費、光熱水費、備品購入費、人件費（職員給与費

（受託事業収入における人件費充当の取扱いについて（令和３年 11 月 16 日付け３財第

38 号財政課長通知））、会計年度任用職員の雇用に必要な費用）、その他必要な費用及び

試験研究機関の設備を使用する場合には、条例等に定める額について、委託者と協議し

て定めるものとする。 

 

（研究費の納付） 

第７条 委託者は、受託研究契約の定めるとことにより、研究費を県に納付するものとす

る。 

 

（研究の中止等） 

第８条 試験研究機関の長は、試験研究機関の業務に支障が生じるとき又は天災その他や

むを得ない事由により受託研究の継続が困難となったときは、当該受託研究を中止する

ことができるものとする。その場合、試験研究機関の長は、直ちにその旨を委託者に通

知するものとする。 

２ 委託者は、天災その他やむを得ない事由により受託研究の継続が困難となったときは、

当該受託研究の中止を試験研究機関の長に申し出ることができるものとする。 

３ 試験研究機関の長は、委託者からの申し出が天災その他やむを得ないものと判断する

ときは受託研究を中止することができる。その場合、試験研究機関の長は、直ちにその

旨を委託者に通知するものとする。 

 

（研究の終了又は中止等に伴う研究費等の取扱い） 

第９条 試験研究機関の長は、受託研究を終了し、若しくは中止し、又は研究実施期間が

満了したときは、遅滞なく研究費を精算するものとする。 

 

（研究成果の報告） 

第１０条 試験研究機関の長は、受託研究を終了し、又は中止したときは、速やかに受託

研究の結果又は経過を委託者に報告するものとする。 

 

（研究成果の公表） 

第１１条 試験研究機関の長は、受託研究を終了したとき（受託研究を中止したときを含

む。）は、必要に応じ、その結果を公表するものとする。 

 

（特許を受ける権利等） 

第１２条 受託研究の業務を担当する試験研究機関の研究員が受託研究において発明、考

案、又は意匠の創作（以下「発明等」という。）をした場合、当該発明等に係る特許、

実用新案登録若しくは意匠登録を受ける権利又は特許権、実用新案権若しくは意匠権（以

下「特許を受ける権利等」という。）については、受託契約において特別の定めをした

場合を除き、「長崎県職員の職務発明等に関する規程（昭和５７年１１月５日付訓令第

１０号）」の定めるところにより、県が承継することができるものとする。 

 

（優先実施権等） 

第１３条 前条の規定により、県に承継された特許を受ける権利等又は著作権は、受託研
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究終了の年度から５年を超えない範囲において、契約書で定めるところにより、一定期

間委託者又はその指定するものに限り優先的な実施を許諾することができる。 

 

（第三者に対する実施の許諾） 

第１４条 県は、前条の規定により優先的に実施する権利（以下「優先実施権」という。）

を付与した者（以下「優先実施権者」という。）が、優先実施の期間中、正当な理由な

く当該発明等を実施しないとき又は著作権に係る著作物の利用をしないときは、当該優

先実施権者以外の者（以下「第三者」という。）に対し、県に承継された特許を受ける

権利等又は著作権の実施を許諾することができる。 

２ 県は、前条の規定により優先実施権を付与した場合において、当該優先実施権を付与

したことが公共の利益を著しく損なうと認められるときは、優先的実施の期間中におい

ても第三者に対し当該優先実施権に係る発明等の実施又は著作権に係る著作物の利用を

許諾することができる。 

 

（実施料） 

第１５条 県は、県に承継された特許を受ける権利等又は著作権の実施を許諾するときは、

別に定める実施許諾契約に基づき、実施料（「特許権等実施料算定基準特許権等の実施許

諾の取扱いについて（昭和 61 年４月１日 61 管第 71 号総務部長通知）」による。）を徴

収する。 

 

（取得財産の取扱い） 

第１６条 受託研究の実施に伴い取得した設備等の所有権は、受託契約において特別の定

めをした場合を除き、県に帰属するものとする。 

 

（補則） 

第１７条 この規程に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

 

 

附 則 

この規程は、平成２６年２月１日から施行する。 

 

附 則 

この規程は、平成２７年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この規程は、平成２８年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この規程は、平成３０年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この規定は、令和２年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この規定は、令和３年６月２９日から施行する。 
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附 則 

この規定は、令和５年４月１日から施行する。 

 

 


